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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第2四半期
連結累計期間

第18期
第2四半期

連結累計期間
第17期

会計期間
自 2022年 1月 1日
至 2022年 6月30日

自 2023年 1月 1日
至 2023年 6月30日

自 2022年 1月 1日
至 2022年12月31日

売上収益
(百万円)

38,258 39,565 79,036

(第2四半期連結会計期間) (19,631) (19,863)  

営業利益(△損失) (百万円) 1,352 1,896 △9,065

税引前四半期(当期)利益(△損失) (百万円) 1,542 1,821 △9,648

親会社の所有者に帰属する四半期(当
期)利益(△損失) (百万円)

399 911 △9,089

(第2四半期連結会計期間) (△646) (256)  

四半期(当期)包括利益 (百万円) 10,682 7,750 △1,213

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 63,433 57,217 50,096

資産合計 (百万円) 167,039 163,297 159,891

基本的1株当たり四半期(当期)利益(△
損失) (円)

9.84 22.93 △225.35

(第2四半期連結会計期間) (△15.92) (6.44)  

希薄化後1株当たり四半期(当期)利益
(△損失)

(円) 9.84 22.88 △450.66

親会社所有者帰属持分比率 (％) 38.0 35.0 31.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 586 △914 △4,136

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,210 △2,005 △3,504

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △9,813 △5,836 △1,762

現金及び現金同等物の四半期末(期末)
残高

(百万円) 22,477 16,347 24,119
 

(注)１　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　上記指標は、国際会計基準より作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいております。

 

２ 【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当社グループは、前連結会計年度において営業損失を計上した結果、当第2四半期連結会計期間末においても前連

結会計年度末と同様に、一部の金融機関と締結しているシンジケートローン契約等に付されている財務制限条項に

抵触しましたが、当第2四半期連結会計期間末日現在、当該抵触を理由とする期限の利益損失請求を行わないことに

ついて該当の金融機関より承諾を得ており、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断し

ております。

上記を含め、当第2四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

国内では、コロナ禍での経済活動に対する制約の解消が進み、需要が全般的に回復へ向かいました。また、半

導体不足の解消により自動車産業が長らくの低迷から改善し始め、景気全体を押し上げつつあります。一方、需

要の落ち込みから生産にブレーキが掛かっている工作機械は低調な状況が続いております。海外では、アメリカ

などで景気回復の動きが見られますが、金利政策は高止まり見込みであり、円安も継続、また中国では、不動産

不況に端を発し自動車や家電などの販売が悪化、雇用や所得も改善せず、特に若年層の失業率の上昇が重大な問

題になっております。この中国の回復の鈍さなどが世界市場にも影響を及ぼしかねないため、動向を注視してお

ります。

このような状況下、当第2四半期連結累計期間の売上収益は、主力事業のプレシジョン・コンポーネントビジネ

スの主要製品が自動車生産台数の回復の遅れや、世界的な工作機械受注の落ち込み、そして当社製品納入先の在

庫調整などにより伸び悩んだものの、エネルギー価格・原材料価格上昇分の販売価格への転嫁や円安影響等あ

り、前年同四半期比3.4％増の39,565百万円となりました。

利益面につきましては、為替影響を除いた売上の減少に伴う利益減や、当第2四半期においてオランダのスタン

ピング工場閉鎖に伴う費用12億円を計上しましたが、前年同期に計上した欧州ローラービジネスの構造改革に対

する費用（23億円）がなくなったことから、営業利益は前年同四半期比40.3％増の1,896百万円となりました。ま

た、親会社の所有者に帰属する四半期利益は前年同四半期比128.2％増の911百万円となりました。

 
中期経営戦略の最終年度である2023年度について、残り半期となりますが、引き続き成長戦略の伸長に注力す

るとともに、収益力改善を軸にした取り組みを徹底し、株主様・お客様・お取引先そしてグループ従業員に対

し、よりよい企業価値の提供を行ってまいります。

 
セグメント業績を示すと、次のとおりであります。

プレシジョン・コンポーネントビジネス

プレシジョン・コンポーネントビジネスの売上収益は、自動車生産台数の回復の遅れ、世界的な工作機械受注

の落ち込み、そして当社製品納入先の在庫調整などにより伸び悩んだものの、エネルギー価格・原材料価格上昇

分の販売価格への転嫁や円安影響等があり、前年同四半期比5.0％増の37,365百万円となりました。セグメント利

益（営業利益）は、為替影響を除いた売上の減少に伴う利益減や、当第2四半期においてオランダのスタンピング

工場閉鎖に伴う費用12億円を計上し、一方、前年同期に欧州ローラービジネスの構造改革に対する費用（23億

円）がなくなったことから、前年同四半期比53.0%増の1,816百万円となりました。

 
リニアビジネス

リニアビジネスの売上収益は、工作機械の受注の落ち込みや顧客の在庫調整などにより、前年同四半期比

17.8％減の2,199百万円となりました。セグメント利益（営業利益）につきましては、売上減少により前年同四半

期比55.3％減の69百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第2四半期連結会計期間末の総資産は、前期末に比べ3,406百万円増加し163,297百万円となりました。これ

は、棚卸資産が3,671百万円増加した一方、現金及び現金同等物が7,772百万円減少したため流動資産が3,413百万

円減少しましたが、設備投資により有形固定資産が3,100百万円増加し、また、無形資産及びのれんが1,493百万

円、その他の非流動資産が1,892百万円増加し、非流動資産が6,819百万円増加したことによります。

負債につきましては、前期末に比べ3,719百万円減少し106,041百万円となりました。これは、借入金が2,694百

万円減少したことによります。なお、前期末に財務制限条項に抵触した一部の借入金44,488百万円について、当

第2四半期連結会計期間末では社債及び借入金に計上しております。

資本につきましては、前期末に比べ7,125百万円増加し57,256百万円となりました。これは主に、為替換算調整

勘定などのその他の資本の構成要素が6,835百万円増加したことによります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第2四半期連結累計期間の各活動におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

営業活動によるキャッシュ・フローは、914百万円の減少となりました。主な要因としては、税引前四半期利益

1,821百万円、減価償却費及び償却費1,547百万円などの資金の増加要因があった一方で、棚卸資産の増加1,197百

万円、営業債務及びその他の債務の減少1,255百万円、法人所得税等の支払額の増加1,512百万円などの資金減少

要因がありました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出を主な要因とし、2,005百万円の減少と

なりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出5,000百万円を主な要因とし、5,836百万

円の減少となりました。

これらに当第2四半期連結累計期間中のUSドル高及びユーロ高を主な要因とする、983百万円の換算差額等を加

算した結果、当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は16,347百万円と前連結会計年度末と比べ

7,772百万円の減少となりました。

 

(4) 研究開発活動

当第2四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、261百万円であります。

なお、当第2四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第2四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年6月30日)

提出日
現在発行数(株)
(2023年8月9日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,599,600 41,599,600
東京証券取引所
（プライム市場）

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は
100株であります。

計 41,599,600 41,599,600 ― ―
 

（注）提出日現在の発行数には、2023年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年4月1日
 ～2023年6月30日

― 41,599,600 ― 17,117 ― 10,388
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(5) 【大株主の状況】

2023年6月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所
有株式数の割合

(％)

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 5,085,400 12.76

株式会社日本カストディ銀
行（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-12 1,787,400 4.48

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)
RE UKUC UCITS CLIENTS NON
LENDING 10PCT TREATY
ACCOUNT
（常任代理人 香港上海銀行
東京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 5NT, UK
（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

1,620,900 4.07

THE BANK OF NEW YORK
133652
（常任代理人 株式会社みず
ほ銀行決済営業部）

BOULEVARD ANSPACH 1, 1000 BRUSSELS, BELGIUM
（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA
棟)

1,020,700 2.56

青木 達也 大阪市北区 595,000 1.49

THE BANK OF NEW YORK
MELLON 140051
（常任代理人 株式会社みず
ほ銀行決済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY 10286,
U.S.A.
（東京都港区港南2丁目15-1 品川インターシティA
棟）

559,200 1.40

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10号 450,800 1.13

CEPLUX-THE JUPITER GLOBAL
FUND SICAV
（常任代理人 シティバン
ク、エヌ・エイ東京支店）

31, Z.A BOURMICHT, BERTRANGE, L-8070,
LUXEMBOURG
（東京都新宿区新宿6丁目27番30号）

356,400 0.89

STATE STREET BANK AND
TRUST COMPANY 505019
（常任代理人 香港上海銀行
東京支店）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 IFSC
DUBLIN, IRELAND
（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

275,600 0.69

ツバキ・ナカシマ従業員持
株会

奈良県葛城市尺土19番地 269,800 0.68

計 ― 12,021,200 30.15
 

（注）1　上記の他、当社所有の自己株式1,734,611株（4.17％）があります。
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2　2023年3月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、Baillie Gifford &

Co及びその共同保有者であるBaillie Gifford Overseas Limitedが2023年3月15日現在で以下の株式を所有し

ている旨が記載されているものの、当社として当第2四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有
割合（％）

Baillie Gifford & Co
カルトン・スクエア、1グリーンサイド・ロ
ウ、エジンバラ　EH1　3AN　スコットランド

1,750,700 4.21

Baillie Gifford Overseas Limited
カルトン・スクエア、1グリーンサイド・ロ
ウ、エジンバラ　EH1　3AN　スコットランド

60,500 0.15

計 ― 1,811,200 4.35
 

3　 2023年8月4日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2023年7月31

日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第2四半期会計期間末における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有
割合（％）

三井住友トラスト・アセットマネジ
メント株式会社

東京都港区芝公園一丁目1番1号 1,347,100 3.24

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目7番1号 576,200 1.39

計 ― 1,923,300 4.62
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1,734,600
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

398,367 ―
39,836,700

単元未満株式
普通株式

― ―
28,300

発行済株式総数
 

― ―
41,599,600

総株主の議決権 ― 398,367 ―
 

（注）1 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式

137,000株（議決権の数1,370個）が含まれております。

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株及び役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する

当社株式4株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    2023年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ツバキ・ナカシマ

奈良県葛城市尺土19番地 1,734,600 ― 1,734,600 4.17

計 ― 1,734,600 ― 1,734,600 4.17
 

　（注）役員報酬BIP信託が所有する当社株式137,000株は、上記自己株式には含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下「IAS第34号」）に準拠して作成して

おります。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間(2023年4月1日から2023年6月30

日まで)及び第2四半期連結累計期間(2023年1月1日から2023年6月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。　

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第17期連結会計年度　有限責任 あずさ監査法人

第18期第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間　EY新日本有限責任監査法人
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2023年6月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  24,119 16,347

営業債権及びその他の債権  20,930 21,770

棚卸資産  35,048 38,719

その他の流動資産  1,787 1,635

流動資産合計  81,884 78,471

非流動資産    

有形固定資産 5 30,763 33,863

無形資産及びのれん  40,958 42,451

その他の投資 11 212 279

繰延税金資産  2,254 2,521

その他の非流動資産 11 3,820 5,712

非流動資産合計  78,007 84,826

資産合計  159,891 163,297

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  7,722 7,286

借入金 6,11 52,609 10,391

未払法人所得税等  1,416 1,505

その他の流動負債  6,541 5,709

流動負債合計  68,288 24,891

非流動負債    

社債及び借入金 6,11 35,378 74,902

退職給付に係る負債  2,320 2,304

繰延税金負債  1,650 1,707

その他の非流動負債  2,124 2,237

非流動負債合計  41,472 81,150

負債合計  109,760 106,041

資本    

資本金  17,117 17,117

資本剰余金  11,519 11,569

自己株式  △2,616 △2,616

その他の資本の構成要素  6,425 13,260

利益剰余金  17,651 17,887

親会社の所有者に帰属する持分  50,096 57,217

非支配持分  35 39

資本合計  50,131 57,256

負債及び資本合計  159,891 163,297
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(2) 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第2四半期連結累計期間
(自 2022年1月 1日
　至 2022年6月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2023年1月 1日
至 2023年6月30日)

売上収益 4,7 38,258 39,565

売上原価  30,853 32,266

売上総利益  7,405 7,299

販売費及び一般管理費  3,982 4,088

その他の収益  32 63

その他の費用 8 2,103 1,378

営業利益  1,352 1,896

金融収益  784 538

金融費用  594 613

税引前四半期利益  1,542 1,821

法人所得税費用  1,139 909

四半期利益  403 912

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  399 911

非支配持分  4 1

四半期利益  403 912

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産

 △58 42

純損益に振り替えられない項目の合計  △58 42

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の為替換算差額  10,403 7,014

キャッシュ・フロー・ヘッジ  82 △175

ヘッジコスト  △148 △43

純損益に振り替えられる可能性のある項
目の合計

 10,337 6,796

税引後その他の包括利益  10,279 6,838

四半期包括利益  10,682 7,750

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  10,675 7,746

非支配持分  7 4

四半期包括利益  10,682 7,750

    

１株当たり四半期利益    

基本的1株当たり四半期利益(円) 9 9.84 22.93

希薄化後1株当たり四半期利益(円) 9 9.84 22.88
 

EDINET提出書類

株式会社ツバキ・ナカシマ(E31954)

四半期報告書

11/32



 

【第2四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第2四半期連結会計期間
(自 2022年4月 1日
至 2022年6月30日)

当第2四半期連結会計期間
(自 2023年4月 1日
至 2023年6月30日)

売上収益 4,7 19,631 19,863

売上原価  15,675 16,124

売上総利益  3,956 3,739

販売費及び一般管理費  2,040 2,032

その他の収益  13 26

その他の費用  2,102 1,346

営業利益（△損失）  △173 387

金融収益  553 511

金融費用  276 306

税引前四半期利益  104 592

法人所得税費用  747 335

四半期利益（△損失）  △643 257

    

四半期利益（△損失）の帰属    

親会社の所有者  △646 256

非支配持分  3 1

四半期利益（△損失）  △643 257

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産

 △21 6

純損益に振り替えられない項目の合計  △21 6

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の為替換算差額  5,990 5,554

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △2 15

ヘッジコスト  △176 △13

純損益に振り替えられる可能性のある項
目の合計

 5,812 5,556

税引後その他の包括利益  5,791 5,562

四半期包括利益  5,148 5,819

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  5,143 5,816

非支配持分  5 3

四半期包括利益  5,148 5,819

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（△損失） 9 △15.92 6.44

希薄化後１株当たり四半期利益（△損失） 9 △15.92 6.43
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第2四半期連結累計期間（自 2022年1月1日 至 2022年6月30日）

（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権

その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定する

金融資産

在外営業活動
体の為替換算

差額

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

2022年1月1日 残高  17,102 11,415 △1,648 0 54 △1,021 △724

四半期利益  － － － － － － －

その他の包括利益  － － － － △58 10,400 82

四半期包括利益  － － － － △58 10,400 82

株式の発行  6 6 － △0 － － －

剰余金の配当 10 － － － － － － －

自己株式の処分  － － 32 － － － －

株式報酬取引  － 30 － － － － －

所有者との取引額等
合計

 6 36 32 △0 － － －

2022年6月30日 残高  17,108 11,451 △1,616 0 △4 9,379 △642
 

　

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素
利益剰余金 合計

ヘッジコスト 合計

2022年1月1日 残高  313 △1,378 27,844 53,335 34 53,369

四半期利益  － － 399 399 4 403

その他の包括利益  △148 10,276 － 10,276 3 10,279

四半期包括利益  △148 10,276 399 10,675 7 10,682

株式の発行  － △0 － 12 － 12

剰余金の配当 10 － － △651 △651 － △651

自己株式の処分  － － － 32 － 32

株式報酬取引  － － － 30 － 30

所有者との取引額等
合計

 － △0 △651 △577 － △577

2022年6月30日 残高  165 8,898 27,592 63,433 41 63,474
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当第2四半期連結累計期間（自 2023年1月1日 至 2023年6月30日）

（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権

その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定する

金融資産

在外営業活動
体の為替換算

差額

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

2023年1月1日 残高  17,117 11,519 △2,616 0 △3 6,381 △154

四半期利益  － － － － － － －

その他の包括利益  － － － － 42 7,011 △175

四半期包括利益  － － － － 42 7,011 △175

株式の発行  － － － － － － －

剰余金の配当 10 － － － － － － －

自己株式の処分  － － － － － － －

株式報酬取引  － 50 － － － － －

所有者との取引額等
合計

 － 50 － － － － －

2023年6月30日 残高  17,117 11,569 △2,616 0 39 13,392 △329
 

　

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素
利益剰余金 合計

ヘッジコスト 合計

2023年1月1日 残高  201 6,425 17,651 50,096 35 50,131

四半期利益  － － 911 911 1 912

その他の包括利益  △43 6,835 － 6,835 3 6,838

四半期包括利益  △43 6,835 911 7,746 4 7,750

株式の発行  － － － － － －

剰余金の配当 10 － － △675 △675 － △675

自己株式の処分  － － － － － －

株式報酬取引  － － － 50 － 50

所有者との取引額等
合計

 － － △675 △625 － △625

2023年6月30日 残高  158 13,260 17,887 57,217 39 57,256
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

  
前第2四半期連結累計期間
(自　2022年1月 1日
至　2022年6月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2023年1月 1日
至　2023年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  1,542 1,821

減価償却費及び償却費  1,795 1,547

退職給付に係る負債の増減額(△は減少)  △79 △75

受取利息及び受取配当金  △38 △45

支払利息  562 562

為替差損益(△は益)  △636 △795

固定資産売却損益(△は益)  △1 △15

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増
加)

 △937 459

棚卸資産の増減額（△は増加）  △3,002 △1,197

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減
少)

 1,174 △1,255

その他  1,610 110

小計  1,990 1,117

利息の受取額  35 41

配当金の受取額  4 4

利息の支払額  △553 △564

法人所得税等の支払額  △890 △1,512

営業活動によるキャッシュ・フロー  586 △914

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △2,166 △2,023

有形固定資産の売却による収入  2 35

無形資産の取得による支出  △46 △18

その他  0 1

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,210 △2,005

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出  △9,030 △5,000

リース負債の返済による支出  △166 △183

新株予約権の行使による収入  12 －

配当金の支払額  △634 △653

自己株式の売却による収入  5 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △9,813 △5,836

現金及び現金同等物に係る換算差額  1,390 983

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  △10,047 △7,772

現金及び現金同等物の期首残高  32,524 24,119

現金及び現金同等物の四半期末残高  22,477 16,347
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(5) 【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

㈱ツバキ・ナカシマ（「当社」）は日本国に所在する企業であります。当社の登録事業所の住所は奈良県葛城市

尺土19番地であります。当社の要約四半期連結財務諸表は2023年6月30日を期末日とし、当社及び子会社（当社及び

子会社を合わせて「当社グループ」とし、またそれぞれを「グループ企業」とします）により構成されます。当社

グループは、主な事業として、精密ボール、ローラー、リテーナー及びシートメタル部品（プレシジョン・コン

ポーネントビジネス）、ボールねじ及び送風機（リニアビジネス）の製造販売を行っております。

 
２．作成の基礎

(1) 準拠している旨の記載

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しておりま

す。

当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第１条の

２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしていることから、同第93条の規定を適用しておりま

す。

本要約四半期連結財務諸表は、年次の連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

要約四半期連結財務諸表は、2023年8月8日において最高経営責任者である取締役兼代表執行役社長CEO廣田浩治

及び最高財務責任者である取締役兼執行役副社長CFO館尚嗣によって公表の承認がなされております。

 
(2) 測定の基礎

要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定される資産・負債を除き、取得原価を基礎として作成しておりま

す。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である円で表示しております。円で表示しているすべての財務情報

は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

 
(4) 見積り及び判断の利用

この要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の

金額に影響を及ぼす判断、見積り、仮定を行うことが義務付けられております。実際の実績は、これらの見積り

とは異なる場合があります。

当社グループの会計方針の適用及び見積りの不確実性の主な原因について経営陣が行った重要な判断は、前連

結会計年度の連結財務諸表について行ったものと同じであります。

 
(5) 公正価値の測定　

当社グループの会計方針及び開示規定の多くを遵守するためには、金融資産・負債及び非金融資産・負債の両

方について公正価値を算定することが必要であります。

当社グループは、資産又は負債の公正価値を測定する際に、入手可能な限り市場の観察可能なデータを用いて

おります。公正価値は、用いられる評価技法へのインプットに基づいて、以下の3つのレベルに区分されておりま

す。

• レベル1：同一の資産又は負債に関する活発な市場における相場価格（無調整）

• レベル2：レベル1に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債について直接的（すなわち、

価格で）又は間接的に（すなわち、価格を用いて）観察可能なもの

• レベル3：観察可能な市場データに基づかない資産又は負債に関するインプット（観察可能でないインプッ

ト）

資産又は負債の公正価値の測定に用いられるインプットが、公正価値ヒエラルキーの異なるレベル

に区分される可能性がある場合、その公正価値測定にとって重要なインプットのうち最も低いレベ

ルのインプットと同一の公正価値ヒエラルキーのレベルにその公正価値測定全体を区分しておりま

す。

当社グループは公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替えを、その振替えが発生した報告期間の末日に認識し

ております。

公正価値を測定する際の仮定に関する詳細な情報は、注記11．「金融商品」に含まれております。
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３．重要性のある会計方針

当社の要約四半期連結財務諸表において適用する重要性のある会計方針は、以下の項目を除き、前連結会計年度

の連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

また、当第2四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積実効税率を基に算定しております。なお、当社及び国

内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、グループ通算制度を適用しております。

 
（会計方針の変更）

当社グループは、第1四半期連結会計期間よりIAS12号の修正「単一の取引から生じた資産及び負債に関連する繰

延税金」を適用しております。この適用により、取引時に同額の将来加算一時差異と将来減算一時差異を生じさせ

る取引に関する当初認識時の会計処理が明確化され、当該将来加算一時差異と将来減算一時差異について繰延税金

負債及び繰延税金資産が連結財政状態計算書にそれぞれ認識されます。

なお、当該会計方針の変更による、要約四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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４．事業セグメント

(1) セグメント区分の基礎

当社グループは事業を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「プレシジョン・コン

ポーネントビジネス」及び「リニアビジネス」の2つを報告セグメントとしております。

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているセグメントで

す。なお、報告セグメントの決定にあたり事業セグメントの集約は行っておらず、報告セグメントは事業セグメ

ントと同一です。

「プレシジョン・コンポーネントビジネス」は、精密ボール、ローラー、リテーナー及びシートメタル部品の

製造販売を行っております。「リニアビジネス」は、ボールねじ及び送風機を製造販売しております。

セグメント情報は要約四半期連結財務諸表と同一の会計方針に基づき作成しております。各セグメントの営業

利益は税引前四半期利益に金融収益及び金融費用を加減しており、要約四半期連結包括利益計算書における営業

利益と同一の方法で測定されています。

セグメント間の取引の価格は、独立第三者間取引における価格で決定されております。

　

(2) 報告セグメントに関する情報

前第2四半期連結累計期間（自 2022年1月1日 至 2022年6月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表プレシジョン・

コンポーネント
ビジネス

リニア
ビジネス

売上収益       

　外部収益 35,581 2,676 1 38,258 － 38,258

　セグメント間収益 4 － 14 18 △18 －

　　連結収益合計 35,585 2,676 15 38,276 △18 38,258

セグメント利益 1,187 155 10 1,352 0 1,352

    金融収益 784

    金融費用 △594

    税引前四半期利益 1,542
 

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の賃貸料が含まれておりま

す。また、セグメント利益の調整額には、セグメント間取引の消去等が含まれております。

　

当第2四半期連結累計期間（自 2023年1月1日 至 2023年6月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表プレシジョン・

コンポーネント
ビジネス

リニア
ビジネス

売上収益       

　外部収益 37,365 2,199 1 39,565 － 39,565

　セグメント間収益 1 － 15 16 △16 －

　　連結収益合計 37,366 2,199 16 39,581 △16 39,565

セグメント利益 1,816 69 11 1,896 － 1,896

    金融収益 538

    金融費用 △613

    税引前四半期利益 1,821
 

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の賃貸料が含まれておりま

す。また、セグメント利益の調整額には、セグメント間取引の消去等が含まれております。
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前第2四半期連結会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年6月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表プレシジョン・

コンポーネント
ビジネス

リニア
ビジネス

売上収益       

　外部収益 18,214 1,416 1 19,631 － 19,631

　セグメント間収益 2 － 7 9 △9 －

　　連結収益合計 18,216 1,416 8 19,640 △9 19,631

セグメント利益
(△損失)

△316 138 5 △173 0 △173

    金融収益 553

    金融費用 △276

    税引前四半期利益 104
 

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の賃貸料が含まれておりま

す。また、セグメント利益（△損失）の調整額には、セグメント間取引の消去等が含まれております。

 

当第2四半期連結会計期間（自 2023年4月1日 至 2023年6月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表プレシジョン・

コンポーネント
ビジネス

リニア
ビジネス

売上収益       

　外部収益 18,683 1,179 1 19,863 － 19,863

　セグメント間収益 1 － 8 9 △9 －

　　連結収益合計 18,684 1,179 9 19,872 △9 19,863

セグメント利益 262 119 6 387 － 387

    金融収益 511

    金融費用 △306

    税引前四半期利益 592
 

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の賃貸料が含まれておりま

す。また、セグメント利益の調整額には、セグメント間取引の消去等が含まれております。
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５．有形固定資産

前第2四半期連結累計期間（自　2022年1月1日　至　2022年6月30日）

有形固定資産の取得及び除売却の金額はそれぞれ2,187百万円、5百万円であります。

決算日以降の有形固定資産の取得に係るコミットメントは、1,889百万円であります。

　

当第2四半期連結累計期間（自　2023年1月1日　至　2023年6月30日）

有形固定資産の取得及び除売却の金額はそれぞれ2,041百万円、24百万円であります。

決算日以降の有形固定資産の取得に係るコミットメントは、691百万円であります。

 
６.　社債及び借入金

(1) 財務制限条項

当社グループが締結しております一部の借入金等には財務制限条項が付されているものがあり、当該契約に

係る財務制限条項は以下のとおりとなっております。

なお、前連結会計年度末時点において財務制限条項に抵触しました42,328百万円の借入金を返済期日が1年超

の借入金を含め流動負債として表示しておりましたが、該当するすべての金融機関から、当該抵触を理由とす

る期限の利益喪失の権利の放棄について書面による承諾を得ることで是正されております。このため、当第2四

半期連結会計期間末においては、当第2四半期連結会計期間末残高44,488百万円の借入金は非流動負債として表

示しております。

 
(a) タームローン契約（エージェント：株式会社三菱UFJ銀行）

当社は、株式会社三菱UFJ銀行をエージェントとするタームローン契約を締結しております。同契約におけ

る当第2四半期連結会計期間末残高は、39,488百万円（前連結会計年度末借入銀行残高37,328百万円）になり

ます。

① 連結純資産基準：

本契約締結日以降の各年度の決算期及び第2四半期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の

金額を、当該決算期及び第2四半期の直前（6ヶ月前）の決算期及び第2四半期の末日における連結貸借対照

表における純資産の部の金額の75%の金額以上に維持すること。

② 単体純資産基準：

本契約締結日以降の各年度の決算期及び第2四半期の末日における単体貸借対照表における純資産の部の

金額を、当該決算期及び第2四半期の直前（6ヶ月前）の決算期及び第2四半期の末日における単体貸借対照

表における純資産の部の金額の75%の金額以上に維持すること。

③ 連結利益基準：

本契約締結日以降の各決算期及び第2四半期の末日の直近12ヶ月の期間に係る連結損益計算書において、

それぞれ営業損失を計上しないこと。

 
(b) 金銭消費貸借契約（株式会社りそな銀行）

当社は、株式会社りそな銀行と金銭消費貸借契約を締結しております。同契約における当第2四半期連結会

計期間末残高は、5,000百万円（前連結会計年度末借入銀行残高5,000百万円）になります。

① 連結純資産基準：

各年度の決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持

する。

② 連結利益基準：

各年度の決算期における連結損益計算書に示される営業損益が損失とならないようにする。
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(c) タームローン契約（エージェント：株式会社りそな銀行）

当社は、株式会社りそな銀行をエージェントとするタームローン契約を締結しております。同契約におけ

る当第2四半期連結会計期間末残高は、9,711百万円（前連結会計年度末借入銀行残高9,704百万円）になりま

す。

① 連結純資産基準：

各年度の決算期の末日における連結財政状態計算書における親会社の所有者に帰属する持分からその他

の資本の構成要素を控除した金額を前年同期比75%以上に維持する。

② 連結利益基準：

各年度の決算期における連結包括利益計算書に示される当期営業損益が2期連続して損失とならないよう

にする。

 
(d) コミットメントライン契約（株式会社りそな銀行）

当社は、株式会社りそな銀行と5,000百万円のコミットメントラインの借入枠を設定しております。同契約

における当第2四半期連結会計期間末残高はありません（前連結会計年度末借入残高－百万円）。

① 連結純資産基準：

本契約締結日以降の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比

75%以上に維持すること。

② 連結利益基準：

本契約締結日以降の決算期における連結の損益計算書に示される営業損益を損失とならないようにする

こと。

 
７．売上収益

当社グループは、プレシジョン・コンポーネントビジネス、リニアビジネスの2つを基本として構成しており、

当社の最高経営責任者が経営資源の配分及び業績の評価をするために、定期的に検討を行う対象としていること

から、これらの2事業で計上する収益を売上収益として表示しております。なお、地域別の収益は販売元の所在地

に基づき分解しております。これらの分解した収益とセグメント売上収益との関係は、以下の通りであります。

 
前第2四半期連結累計期間（自 2022年1月1日 至 2022年6月30日）　

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計プレシジョン・
コンポーネント

ビジネス
リニアビジネス

売上収益     

　日本 6,692 2,130 15 8,837

　北米 7,001 － － 7,001

　欧州 13,838 － － 13,838

　アジア 8,054 546 － 8,600

合計 35,585 2,676 15 38,276

セグメント間収益の消去 △4 － △14 △18

連結収益合計 35,581 2,676 1 38,258

顧客との契約から認識した収益 35,581 2,676 1 38,258

その他の源泉から認識した収益 － － － －
 

　　（注）1. 売上収益は外部顧客に対して販売している当社または連結子会社の所在地を基礎とした国別に分類して

おります。
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当第2四半期連結累計期間（自 2023年1月1日 至 2023年6月30日）　

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 合計プレシジョン・
コンポーネント

ビジネス
リニアビジネス

売上収益     

　日本 7,151 1,909 16 9,076

　北米 7,602 － － 7,602

　欧州 13,655 － － 13,655

　アジア 8,958 290 － 9,248

合計 37,366 2,199 16 39,581

セグメント間収益の消去 △1 － △15 △16

連結収益合計 37,365 2,199 1 39,565

顧客との契約から認識した収益 37,365 2,199 1 39,565

その他の源泉から認識した収益 － － － －
 

　　（注）1. 売上収益は外部顧客に対して販売している当社または連結子会社の所在地を基礎とした国別に分類して

おります。

 
(1) プレシジョン・コンポーネントビジネス

プレシジョン・コンポーネントビジネスは、精密ボール、精密ローラー、リテーナー及びシートメタル部品等

の製造販売を行っております。顧客の厳しい要求に合った様々な材質及びサイズの幅広い高品質製品を製造販売

しております。このような販売については、原則として、製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち、製品を

顧客の指定した場所へ配送し引き渡した時点で、顧客に製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大

なリスク及び経済価値が移転するため、その時点で収益を認識しております。プレシジョン・コンポーネントビ

ジネスにおける製品の販売による収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しており、一部の仕入代行取引な

ど、会計上は代理人としての性質が強いと考えられる取引については、関連する原価と相殺の上、収益を純額で

測定しております。

なお、当社グループでは、履行義務の充足後概ね6ヵ月以内に支払いを受けております。当該債権については、

重大な金融要素は含んでおりません。

 
(2) リニアビジネス

リニアビジネスは、主に工作機械等の稼働部分の精度を左右する部品として、精密な回転技術を応用したボー

ルねじ（直動軸受案内）、ボールウエイ（LMガイド）等の部品及び中・大型送風機を製造販売しております。こ

のような販売については、原則として、製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち、製品を顧客の指定した場

所へ配送し引き渡した時点で、顧客に製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済

価値が移転するため、その時点で収益を認識しております。リニアビジネスにおける製品の販売による収益は、

顧客との契約に係る取引価格で測定しております。

なお、当社グループでは、履行義務の充足後概ね6ヵ月以内に支払いを受けております。当該債権については、

重大な金融要素は含んでおりません。
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８. その他の費用

その他の費用の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第2四半期
連結累計期間

当第2四半期
連結累計期間

構造改革費用 (注1) 1,984 35

工場閉鎖費用 (注2) － 1,243

その他 119 100

合計 2,103 1,378
 

(注) １　欧州ローラービジネスに係る構造改革費用であります。

２　オランダのスタンピング工場閉鎖に伴う費用であります。
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９．1株当たり利益

 
前第2四半期連結累計期間

(自 2022年 1月 1日
 至 2022年 6月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2023年 1月 1日
 至 2023年 6月30日)

親会社の普通株主に帰属する四半期利益　 399百万円 911百万円

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いら
れた四半期利益調整額

－百万円 －百万円

希薄化後四半期利益 399百万円 911百万円

発行済普通株式の加重平均株式数 40,566,119株 39,727,985株

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いら
れた普通株式増加数

  

ストック・オプションによる増加 6,177株 －株

役員報酬BIP信託による増加 －株 83,382株

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いら
れた普通株式の加重平均株式数

40,572,296株 39,811,367株

基本的1株当たり四半期利益 9.84円 22.93円

希薄化後1株当たり四半期利益 9.84円 22.88円
 

(注)1 基本的1株当たり四半期利益は、親会社の普通株主に帰属する四半期利益を、四半期連結累計期間中の発

行済普通株式の期中平均株式数により除して算出しております。

2 希薄化後1株当たり四半期利益は、全ての希薄化性潜在的普通株式の転換を仮定して、普通株式の加重平均

株式数を調整することにより算定しております。なお、当第2四半期連結累計期間において、ストックオ

プションがありますが、当第2四半期連結累計期間では希薄化効果を有しておりません。また、前第2四半

期連結累計期間において、役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式がありますが、前第2四半期

連結累計期間では希薄化効果を有しておりません。

3 基本的1株当たり四半期利益及び希薄化後1株当たり四半期利益の算定において、役員報酬BIP信託に係る信

託口が所有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均普通株式数から当該株式数を

控除しております。
　

 
前第2四半期連結会計期間

(自 2022年 4月 1日
 至 2022年 6月30日)

当第2四半期連結会計期間
(自 2023年 4月 1日
 至 2023年 6月30日)

親会社の普通株主に帰属する四半期利益(△損
失)　

△646百万円 256百万円

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いら
れた四半期利益調整額

－百万円 －百万円

希薄化後四半期利益(△損失) △646百万円 256百万円

発行済普通株式の加重平均株式数 40,570,929株 39,727,985株
希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いら
れた普通株式増加数

  

ストック・オプションによる増加 －株 －株

役員報酬BIP信託による増加 －株 79,463株

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いら
れた普通株式の加重平均株式数

40,570,929株 39,807,448株

基本的1株当たり四半期利益(△損失) △15.92円 6.44円

希薄化後1株当たり四半期利益(△損失) △15.92円 6.43円
 

(注)1 基本的1株当たり四半期利益(△損失)は、親会社の普通株主に帰属する四半期利益を、四半期連結会計期

間中の発行済普通株式の期中平均株式数により除して算出しております。

2 希薄化後1株当たり四半期利益(△損失)は、全ての希薄化性潜在的普通株式の転換を仮定して、普通株式の

加重平均株式数を調整することにより算定しております。なお、前第2四半期連結会計期間及び当第2四半

期連結会計期間において、ストックオプションがありますが、前第2四半期連結会計期間及び当第2四半期

連結会計期間において希薄化効果を有しておりません。また、前第2四半期連結会計期間において、役員

報酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式がありますが、前第2四半期連結会計期間では希薄化効果を

有しておりません。

3 基本的1株当たり四半期利益(△損失)及び希薄化後1株当たり四半期利益(△損失)の算定において、役員報

酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均普通株式

数から当該株式数を控除しております。
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10．配当

前第2四半期連結累計期間（自　2022年1月1日　至　2022年6月30日）

(1)配当金支払額

決議日
配当の総額

（単位：百万円）
1株当たり配当額
（単位：円）

基準日 効力発生日

前第2四半期連結累計期間
定時株主総会

（2022年3月24日）
651 16.00 2021年12月31日 2022年3月25日

 

（注）配当の総額には、役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれており

ます。

 
　　 (2)基準日が前第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前第2四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議日
配当の総額

（単位：百万円）
1株当たり配当額
（単位：円）

基準日 効力発生日

前第2四半期連結累計期間
臨時取締役会

（2022年8月9日）
518 13.00 2022年6月30日 2022年9月1日

 

　　（注）配当の総額には、役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれており

ます。

 
当第2四半期連結累計期間（自　2023年1月1日　至　2023年6月30日）

　　(1)配当金支払額

決議日
配当の総額

（単位：百万円）
1株当たり配当額
（単位：円）

基準日 効力発生日

当第2四半期連結累計期間
定時株主総会

（2023年3月24日）
678 17.00 2022年12月31日 2023年3月27日

 

（注）配当の総額には、役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれており

ます。

 
　　 (2)基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議日
配当の総額

（単位：百万円）
1株当たり配当額
（単位：円）

基準日 効力発生日

当第2四半期連結累計期間
臨時取締役会

（2023年8月9日）
518 13.00 2023年6月30日 2023年9月1日

 

　　（注）配当の総額には、役員報酬BIP信託に係る信託口が所有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれており

ます。
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11．金融商品

(1) 金融商品の公正価値等に関する事項

金融商品の帳簿価額及び公正価値については次のとおりです。

なお、要約四半期連結財政状態計算書において公正価値で測定する金融商品及び公正価値と帳簿価額が近似し

ている金融商品は下記の表に含めておりません。また、リース負債については、IFRS第7号において公正価値の開

示を要求されていないことから下記の表に含めておりません。

 
（単位：百万円）

 

前連結会計年度
2022年12月31日

当第2四半期連結会計期間末
2023年6月30日

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融負債     

社債及び借入金（１年内返済予定含む） 39,964 38,748 55,500 54,083
 

(注) 社債の公正価値については、市場価格に基づき算定しており、借入金の公正価値については、元利金の合

計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっております。なお、

社債及び借入金の公正価値は、レベル2に分類しております。

 
(2) 金融商品の公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項

公正価値は、用いられる評価技法により以下のとおり分類を行っております。

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む評価技法から算出された公正価値

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化の日に認識しております。

 
以下の表では、公正価値で測定する金融資産の公正価値及びそれらの公正価値ヒエラルキーのレベルを示して

おります。公正価値で測定されない金融資産又は金融負債の帳簿価額が公正価値の合理的な近似値である場合、

それらの項目の公正価値に関する情報は、この表には含まれておりません。

 
（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

帳簿価額
公正価値

レベル1 レベル2 レベル3 合計

公正価値で測定する金融資産      

　株式（注1） 212 212 － 0 212

 通貨及び金利スワップ（注2） 3,676 － 3,676 － 3,676

合計 3,888 212 3,676 0 3,888
 

　（注）１　連結財政状態計算書の「その他の投資」に計上しております。

 　　　２　連結財政状態計算書の「その他の非流動資産」に計上しております。

 　　　３　前連結会計年度において、レベル間の重要な振替が行われた金融商品はありません。
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（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
（2023年6月30日）

帳簿価額
公正価値

レベル1 レベル2 レベル3 合計

公正価値で測定する金融資産      

　株式（注1） 279 279 － 0 279

　通貨及び金利スワップ（注2） 5,635 － 5,635 － 5,635

合計 5,914 279 5,635 0 5,914
 

　（注）１　要約四半期連結財政状態計算書の「その他の投資」に計上しています

　　　　２　要約四半期連結財政状態計算書の「その他の非流動資産」に計上しています。

 　　　３　当第2四半期連結累計期間において、レベル間の重要な振替えが行われた金融商品はありません。

 
公正価値の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

市場性のある金融商品については、市場価格を用いて公正価値を見積もっております。

 
デリバティブ資産

デリバティブ資産については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき見積もっております。
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12．関連当事者

　当社グループは以下の関連当事者取引を行っております。

（1）主要な経営幹部に対する報酬

（単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間

(自 2022年 1月 1日
 至 2022年 6月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2023年 1月 1日
 至 2023年 6月30日)

報酬 309 333
 

　

（2）関連当事者との取引

前第2四半期連結累計期間（自　2022年1月1日　至　2022年6月30日）

（単位：百万円）

会社の名称又は氏名 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 未決済残高

廣田　浩治 当社取締役
ストック・オプションの
行使(注１)

12 －

小原　シェキール 当社取締役 自己株式の処分(注２) 32 －
 

　　　 (注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

１ 2014年11月3日開催の定時株主総会及び2014年11月3日開催の取締役会の決議に基づき付与されたストッ

ク・オプションの、当事業年度における権利行使を記載しており、「取引金額」欄は、ストック・オプ

ションの権利行使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。

２ 役員報酬BIP信託による支払相当額を記載しております。

　

当第2四半期連結累計期間（自　2023年1月1日　至　2023年6月30日）

　該当事項はありません。

 
13．重要な後発事象

該当事項はありません。
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２ 【その他】

2023年8月9日開催の臨時取締役会において、第18期(自2023年1月1日至2023年12月31日)の中間配当を、次のとおり

行う旨、決議しました。

 

 
(1)中間配当金総額 518百万円

（役員報酬BIP信託の所有する当社株式に対する配当金2百万円
を含む）

 (2)1株当たりの金額     13円

 (3)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　　 2023年9月1日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
2023年８月８日

株式会社ツバキ・ナカシマ

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

 
大阪事務所

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 守　　谷　　義　　広  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 須　　藤　　公　　夫  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツバ

キ・ナカシマの2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年４月１日か

ら2023年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年６月30日まで）に係る要約四半期連

結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計

算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社

ツバキ・ナカシマ及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及

び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
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業として存続できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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